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くろまぐろの資源管理について

〇 くろまぐろは、太平洋の西側はＷＣＰＦＣ（中西部太平洋まぐろ類委員会）、東側はＩＡＴ
ＴＣ （全米熱帯まぐろ類委員会）と２つの国際機関がそれぞれ資源管理措置を導入し、日本、
韓国、台湾、米国、メキシコ等の関係国・地域の協力の下で管理が行われている。

〇 ＷＣＰＦＣにおいては、2015年以降、漁獲上限が設けられ、現在、これに沿って国内管理
（漁業法に基づくＴＡＣ管理）を実施している。

〇 国際的に厳しい資源管理が求められているくろまぐろについては、漁業は許可等により採捕
出来る者を限定して管理を実施している。

〇 国際約束を遵守し、将来にわたってくろまぐろ資源を利用していくためには、遊漁について
も適切な管理を進める必要があることから、令和３年６月以降、広域漁業調整委員会指示によ
り、資源回復のためにはできるだけ漁獲を控える必要のある小型魚の採捕を禁止するとともに、
大型魚の採捕については、報告義務を課すとともに、採捕数量が期間別に定めた上限を超える
おそれがある場合には採捕を禁止する等の規制を実施している。
※ 日本各地では、漁業においても放流等により漁獲枠を守る取組が行われています。

資料：ISCクロマグロ資源評価レポート（2016年） 1



水産基本計画等における遊漁の位置付け

資源管理の推進のための新たなロードマップ （令和６年３月）

水産基本計画（令和４年３月閣議決定）
これまでも遊漁における資源管理は、漁業者が行う資源管理に歩調を合わせて実施するよう求
められてきたが、水産資源管理の観点からは、魚を採捕するという点では、漁業も遊漁も変わり
はないため、今後、資源管理の高度化に際しては、遊漁についても漁業と一貫性のある管理を目
指していく。
遊漁に対する資源管理措置の導入が早急に求められ、令和３年６月から、小型魚の採捕制限、
大型魚の報告義務付けを試行的取組として開始したクロマグロについては、その運用状況や定着
の程度を踏まえつつ、漁業と同じレベルの本格的なＴＡＣによる数量管理に段階的に移行する。

○水産政策審議会資源管理分科会くろまぐろ部会（令和6年9月24日）における意見
・全体像の把握ができず、全国組織も存在していないクロマグロ遊漁に漁業と同様の管理区分
を設けることはいかがか。
・将来、遊漁にも管理区分が設定され、枠が配分される可能性があるということが、今後予定
されているクロマグロ遊漁管理の高度化に遊漁者が参加するインセンティブとなることを期
待する。
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くろまぐろ遊漁専門部会の設置について

〇 くろまぐろ遊漁の管理手法に関する共通の事項について、調査審議するため、令和６
年12月にくろまぐろ遊漁専門部会（太平洋広域漁業調整委員会くろまぐろ遊漁専門部会、
日本海・九州西広域漁業調整委員会くろまぐろ遊漁専門部会及び瀬戸内海広域漁業調整
委員会くろまぐろ遊漁専門部会合同会議）を各広域漁業調整委員会の下に設置。

〇 部会において、令和７年度におけるくろまぐろ遊漁の管理措置を検討するとともに、
くろまぐろ遊漁の全体像が把握できるよう、届出制の具体的な内容についても議論。

氏名 現職

高田 充朗 静岡海区漁業調整委員会委員

中島 均 山口県日本海海区漁業調整委員会 副会長

田中 栄次 東京海洋大学 名誉教授

岡 修 大阪府漁業協同組合連合会 代表理事会長

柏瀬 巌 公益財団法人 日本釣振興会 常任理事

菅原 美徳 一般社団法人 全日本釣り団体協議会副会長

桜井 駿 一般社団法人 日本アングラーズ協会

森 聡之 特定非営利活動法人 ジャパンゲームフィッシュ協会評議員
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○ 届出の種類は３つ。
① 釣り人（遊漁者）
② 遊漁船業者
③ プレジャーボート等の遊漁船以外の船舶を運航する人

遊漁によるくろまぐろの管理について

令和８年４月１日から 届出制の導入

○ 令和３年度から遊漁による採捕に関する規制を導入。
○ 令和７年度の採捕（釣り）に関する規制（ルール）は以下のとおり。

釣り（遊漁）に関する規制（ルール）

（１）小型魚（30kg未満）の採捕禁止。意図せず採捕した場合は直ちに放流。
（２）大型魚（30kg以上）の保持は１人毎月１尾まで。それ以上採捕した場合は直ちに放流。
（３）大型魚（30kg以上）を採捕した場合は、陸揚げした日から１日（翌日）以内に水産庁へ以下の情報を報告。

・採捕者情報：氏名、住所、電話番号、メールアドレス、本人確認書類（運転免許証等の提出）
・採捕したクロマグロ情報：尾数、重量、計量方法、尾さ長（及び写真添付）、陸揚げ日・場所

採捕海域、遊漁船の船名・登録都道府県・番号（遊漁船以外を利用した場合は
船舶番号又は船舶検査済票の番号）

（４）資源管理の枠組みに支障を来すおそれがあると認めるときは、期間を定めて採捕を禁止(※)。

（５）委員会指示の有効期間：2年間（令和7年4月1日～令和9年3月31日）

※ 採捕禁止の運用について
・年間の採捕数量を60トン程度とし、これを毎月5トン（９月から３トン）で均等配分し、各月の採捕上限として設定。
・各月において報告される採捕数量の積み上がり状況を見て、毎月の採捕上限を超えるおそれがある
場合、広域漁業調整委員会が公示した日から当該月の末日までの期間を採捕禁止。

New！

【目的】
くろまぐろ遊漁の全体像を把握するため
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釣り人（遊漁者）の届出事項について①

令和８年４月1日から令和９年３月31日までの間に、くろまぐろ（大型魚）釣りをする
すべての遊漁者

令和８年１月１日（木）から、最初にくろまぐろを採捕しようとする日の１営業日前まで
（一回届出を行えば、委員会指示期間中に何度も届出をする必要はありません）
（例）５月６日（水・祝）にくろまぐろ釣りに行く予定 → ５月１日（金）までに届出

５月20日（水）にくろまぐろ釣りに行く予定 → ５月19日（火）までに届出

インターネット／LINE（令和８年１月１日から稼働予定）、メール等

対象者

届出期間

届出方法

【必須項目】
氏名、住所、電話番号、電子メールアドレス

【任意項目】
○ 利用する予定の船舶に関する情報
・遊漁船を利用する場合 ⇒ 遊漁船登録都道府県、遊漁船登録番号、船名
・遊漁船以外の船舶(プレジャーボート)を利用する場合 ⇒ 船舶番号又は船舶検査済票の番号、船名
・カヤック、スタンドアップパドルボート（SUP）等を利用する場合

○ 入出港する予定の場所
・都道府県名、漁港又は港湾の名称等

○ 予定しているくろまぐろの採捕（釣り）の方法
・ルアー釣り、餌釣り、その他方法（具体的に記載）から選択

※ 任意項目は、釣行がすでに決定している場合はできる限り入力してください。

届出内容

届出した内容に変更が生じた場合
速やかに変更届出をしてください。
（例）引っ越しにより住所が変更になった、など

（※ 小型魚は周年採捕禁止）
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釣り人（遊漁者）の届出事項について②

〇 届出は釣りをしようとする海域ごとに行う必要があり
ます。海域は右の図を参照してください。

〇 遊漁船以外の船舶（プレジャーボート等）を使用して
自らくろまぐろ（大型魚）を採捕しようとする遊漁者は、
「遊漁者」と「遊漁船以外の船舶を運航する者」として
の届出の両方が必要です。

○ 遊漁船業者は、遊漁者に対し、届出を含むくろまぐろ
遊漁に関する規制について周知する義務があります。
遊漁船を利用する場合は、遊漁船業者又は遊漁船業務

主任者から届出を含むくろまぐろ遊漁に関する規制につ
いて説明を受けてください（遊漁船業法第12条、第13条及び第

16条）。

届出をせずにくろまぐろ釣りをした場合

〇 届出を行っていない方は、くろまぐろを採捕することはできません。
くろまぐろを意図せず採捕した場合には、直ちに海中に放流してください。

〇 届出をせずにくろまぐろを採捕したことが確認された場合は、農林水産大臣から広域漁業調
整委員会指示に従うべき旨の命令(裏付命令)が発出されます。当該命令に従わない場合は、漁
業法第191条に基づき、罰則（１年以下の拘禁刑又は50万円以下の罰金）が適用されます。

注意事項

（※ 小型魚は周年採捕禁止）
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令和８年（2026年）５月のカレンダー
例えば･･･

届出期間（１営業日前）の考え方

日 月 火 水 木 金 土

４月26日 27 28 29 30 ５月１日 ２

３ ４ ５ ６ ７ ８ ９

10 11 12 13 14 15 16

17 18 19 20 21 22 23

24 25 26 27 28 29 30

31 ６月1日 2 3 4 5 6

（例１）
釣りに行く予定

（例１）
この日までに届出

（例２）
釣りに行く予定

（例２）
この日までに届出

（例３）
釣りに行く予定

（例３）
この日までに届出
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遊漁船業者の届出事項について①

令和８年４月1日から令和９年３月31日までの間にくろまぐろ（大型魚）の採捕を目的
として遊漁者を漁場に案内しようとするすべての遊漁船業者

令和８年１月１日（木）から令和８年３月20日（金）まで ※ 一部例外あり

（この期間中に届出をしないと令和８年４月１日から令和９年３月31日まで、くろまぐろ（大型魚）の採捕
を目的とした案内はできなくなります。）

インターネット／LINE（令和８年１月１日から稼働予定）、メール等

対象者

届出期間

届出方法

・氏名（法人の場合は名称及び代表者の氏名）
・住所
・電話番号
・電子メールアドレス
・船名
・遊漁船登録番号
・入出港しようとする場所

（※ 小型魚は周年採捕禁止）

届出した内容に変更が生じた場合

速やかに変更届出をしてください。
（例）引っ越しにより住所が変更になった、など

届出内容

○ 届出は釣りをしようとする海域ごと及び
船舶ごとに行う必要があります。海域は下
の図を参照してください。

○ 遊漁者に対し、届出を含むくろまぐろ遊
漁に関する規制について周知する義務があ
ります（遊漁船業法第12条、第13条及び第16条）。

注意事項
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遊漁船業者の届出事項について②

届出をせずに遊漁者を案内した場合

届出をせずに遊漁者にくろまぐろ（大型魚）を採捕させる目的で漁場に案内したことが確認され
た場合は、農林水産大臣から広域漁業調整委員会指示に従うべき旨の命令(裏付命令)が発出されま
す。当該命令に従わない場合は、漁業法第191条に基づき、罰則（１年以下の拘禁刑又は50万円以
下の罰金）が適用されます。

（※ 小型魚は周年採捕禁止）

以下の事情に該当する場合は、最初にくろまぐろ（大型魚）の採捕を目的として遊漁者を漁場に
案内しようとする日が属する月の前月10日までに、必要書類の写しとともに、届出をしてくださ
い。
（例）11月３日に案内しようとする → 10月10日までに届出

期間外の届出の特例

事情 提出する書類

① 新たに船舶を取得した。 ○ 船舶検査証書
＋ 以下の書類のいずれか。

① 小型船舶登録事項通知書
② 漁船登録票

② 遊漁船業法に基づき新たに登録を受
けた。

以下の書類のいずれか。
① 遊漁船業法第５条第２項に基づく通知
② 遊漁船業者登録票（別記様式第８号）

③ 被災した結果、届出期間に届出を行
えなかった。

以下の書類のいずれか。
① 罹災証明書
② 各自治体が発行する被災証明書
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日 月 火 水 木 金 土

９月27日 28 29 30 10月１日 ２ ３

４ ５ ６ ７ ８ ９ 10

11 12 13 14 15 16 17

18 19 20 21 22 23 24

25 26 27 28 29 30 31

11月１日 ２ ３ ４ ５ ６ ７

８ ９ 10 11 12 13 14

15 16 17 18 19 20 21

22 23 24 25 26 27 28

29 30 12月１日 ２ ３ ４ ５

令和８年10月、11月及び12月のカレンダー

(例１)
初めて案内する予定

例えば･･･

期間外の届出期限（漁場に案内しようとする日が属する月の前月10日まで）の考え方

(例２)
この日までに届出

(例１)
この日までに届出

(例２)
初めて案内する予定 10



遊漁船以外の船舶を運航する者の届出事項について①

令和８年４月1日から令和９年３月31日までの間遊漁船以外の船舶（プレジャーボート等）を運航
して、
① くろまぐろ（大型魚）の採捕を目的として遊漁者を漁場に案内しよう（連れて行こう）とするすべての者
② 自ら漁場に赴こうとするすべての者

インターネット／LINE（令和８年１月１日から稼働予定）、メール等

対象者

届出方法

・氏名（法人の場合は名称及び代表者の氏名）
・住所
・電話番号
・電子メールアドレス
・船名
・船舶番号又は船舶検査済票の番号
・入出港しようとする場所

注意事項

（※ 小型魚は周年採捕禁止）

届出した内容に変更が生じた場合

速やかに変更届出をしてください。
（例）引っ越しにより住所が変更になった、など

届出内容

・届出は釣りをしようとする海域ごと及び船
舶ごとに行う必要があります。海域は下の
図を参照してください。
・遊漁船以外の船舶（プレジャーボート等）
を使用して自らくろまぐろ（大型魚）を採
捕しようとする遊漁者は、「遊漁者」とし
ての届出も必要です。

令和８年１月１日（木）から令和８年３月20日（金）まで ※ 一部例外あり

（この期間中に届出をしないと令和８年４月１日から令和９年３月31日まで、くろまぐろ（大型魚）の採捕
を目的とした案内又は自ら漁場に赴くことはできなくなります。）

届出期間
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遊漁船以外の船舶を運航する者の届出事項について② （※ 小型魚は周年採捕禁止）

届出をせずに遊漁者を案内した（連れて行った）場合又は自ら漁場に赴いた場合

届出をせずに遊漁者にくろまぐろ（大型魚）を採捕させる目的で漁場に案内した（連れて行っ
た）こと又は自ら漁場に赴いたことが確認された場合は、農林水産大臣から広域漁業調整委員会指
示に従うべき旨の命令(裏付命令)が発出されます。当該命令に従わない場合は、漁業法第191条に
基づき、罰則（１年以下の拘禁刑又は50万円以下の罰金）が適用されます。

以下の事情に該当する場合は、最初にくろまぐろ（大型魚）の採捕を目的として遊漁者を漁場に
案内しよう（連れて行こう）とする日又は自ら漁場に赴こうとする日が属する月の前月10日まで
に、必要書類の写しとともに、届出をしてください。
（例）11月３日に案内しようとする → 10月10日までに届出

期間外の届出の特例

事情 提出する書類

① 新たに船舶を取得した。 ○ 船舶検査証書
＋ 以下の書類のいずれか。

① 小型船舶登録事項通知書
② 漁船登録票

② 漁船登録している漁船について、新たに船舶検査を
受けた。

① 船舶検査証書
② 漁船登録票

③ 被災した結果、届出期間に届出を行えなかった。 以下の書類のいずれか。
① 罹災証明書
② 各自治体が発行する被災証明書
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日 月 火 水 木 金 土

９月27日 28 29 30 10月１日 ２ ３

４ ５ ６ ７ ８ ９ 10

11 12 13 14 15 16 17

18 19 20 21 22 23 24

25 26 27 28 29 30 31

11月１日 ２ ３ ４ ５ ６ ７

８ ９ 10 11 12 13 14

15 16 17 18 19 20 21

22 23 24 25 26 27 28

29 30 12月１日 ２ ３ ４ ５

令和８年10月、11月及び12月のカレンダー

(例１)
初めて案内する予定

例えば･･･

期間外の届出期限（漁場に案内しようとする日又は自ら漁場に赴こうとする日が属する月の前月10日まで）の考え方

(例２)
この日までに届出

(例１)
この日までに届出

(例２)
初めて自ら赴く予定 13



届出制の概要

14



届出制導入までのスケジュール

15※ の届出期限については、最初に釣りに行こうとする日の１営業日前まで遊漁者



よくあるご質問

A. 届出を受理した後、速やかに届出番号を交付し
ます。
届出番号は、令和８年４月１日以降、くろまぐ

ろ（大型魚）の採捕報告を行う際に必要になりま
すので、当該番号を忘れないよう記録するなどし
てください。
また、届出をしたという証拠になりますので、

くろまぐろ遊漁を行う際や、遊漁者を漁場に案内
する際には、届出番号をいつでも提示できるよう
にしてください。

Q３.届出をした証拠が手元に残りますか？

A. 令和９年３月31日まで有効です。
令和９年４月以降にくろまぐろ遊漁を行う場合の

届出は別途行う必要があります(予定)。

Q６.届出はいつまで有効ですか。

A. 届出した事項に変更が生じた場合、速やかに届け
出を行ってください。

Q５.変更届出はいつまでに出す必要がありますか。

A. くろまぐろ遊漁の全体像が不明であることを踏ま
え、全体像を把握することを主な目的として、く
ろまぐろ遊漁専門部会における議論を経て、令和
８年度から届出制を導入することとされました。

Q１.なぜ届出制を導入するのですか。

A. 「遊漁者」としての届出と、「遊漁船以外の船
舶運航者」としての届出が必要になります。
以下のとおり、それぞれ届出期間が異なります

ので、届出漏れのないようご注意ください。

【遊漁者の届出期間】
釣りに行く日の１営業日前まで
【遊漁船以外の船舶運航者の届出期間】
令和８年１月１日から３月20日まで

Q４.所有する船を自分で操縦して、自分でくろまぐ
ろを釣りに行く場合には、どのような届出をすれ
ばいいですか。

A. 水産庁HP「クロマグロ遊漁の部屋」に掲載され
ているシステムから届出を行うことができます。そ
の他、メール等でも届出可能です。

Q２.届出を行う方法について教えてください。

A. 採捕に関する規制に変更はありませんので、今ま
でどおり、くろまぐろ（大型魚）を採捕した場合は
報告をしてください（R７年度は１日以内）。

Q７.届出をすれば、採捕報告をしなくて良いですか。
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届出制の周知ポスター・チラシ

17



問い合わせ先

水産庁資源管理部管理調整課沿岸・遊漁室
電話：03-3502-7768 FAX：03-3595-7332

○ 届出制の詳細な内容に関すること
○ 届出を行うためのシステムに関すること

Webページ

○ 遊漁によるくろまぐろ（大型魚）の規制に関すること

水産庁 クロマグロ遊漁 検索

18

○ くろまぐろ（大型魚）を採捕した場合の報告に関すること

※ 届出制が導入されたとしても、くろまぐろの採捕に関する規制（小型魚の採捕禁止、
釣った場合の報告等）に変更はありませんので、くろまぐろ（大型魚）を採捕した場
合には、これまで通り、水産庁への報告をよろしくお願いいたします。



くろまぐろ遊漁の管理について

令和８年２月
水産庁

第44回太平洋広域漁業調整委員会 資料１－１
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Ⅰ.令和７年度における管理について

時期 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

採捕上限 ５トン ５トン ５トン ５トン ５トン 3トン ３トン ３トン ３トン ３トン ３トン ３トン

採捕数量 6.2トン 4.4トン 12.6トン 12.8トン 2.8トン 0.8トン 2.2トン 1.6トン ３.9トン 4.3トン 7.2トン －

採捕禁止
期間

４/９～
４/30

５/14～
５/31

６/５～
６/30

７/４～
７/31

８/４～
８/31

－ － －
12/28
～

12/31

1/19
～

1/31

2/4
～
2/28

－

主な
採捕海域

J3海域 J6、J7、J8海域
J1、J8
海域

J1海域
J1、J2
海域

J1、J3
海域

J1、J3
海域

J1、J2、
J3海域

－

1．採捕状況について

○ ４月～翌１月における遊漁の機会について、昨年度は119日間、今年度は170日。また、４月～翌2月までの
総採捕数量は、令和８年２月13日時点で58.8トン（残り3.3トン）。

○ 他方、６、７月の採捕の積み上がりが予想以上に大きく、月の上限を大幅に超過したことから、遊漁専門部会
の議論を経て９月以降の採捕上限を３トンに変更。９～11月の採捕数量の積み上がりは緩やかな状況。
ただし、12月については、月の後半に採捕報告が増加し、月の採捕上限３トンを超過（28日から採捕禁止）。

時期 ４～５月 ６月 ７月 ８～９月 10～12月 １～３月

採捕上限 ５トン ７トン ７トン ７トン ５トン
５トン
(3.3トン)

採捕数量 8.2トン 8.8トン 10.2トン 4.9トン 4.3トン 1.6トン

採捕禁止
期間

４/６～５/31
６/５～
６/30

７/７～
７/31

８/５～９/30 － １/９～３/31

主な
採捕海域

J3海域
J6、J7、
J8海域

J7、J8
海域

J1、J8海域 J1海域 J1海域

（参考）令和６年度の採捕実績

１
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○ 令和８年２月13日時点で計20件の裏付け命令を発出（令和６年度の裏付け命令発出実績は計11件）。

違反時期 違反海域 使用船舶 違反内容

令和７年４月 福島県いわき市中之作港沖 PB 小型魚の採捕

令和７年６月

京都府経ヶ岬沖 PB 採捕禁止期間中の大型魚の採捕

富山県魚津沖

PB 小型魚の採捕

PB 採捕禁止期間中の大型魚の採捕

PB
・小型魚の採捕
・採捕禁止期間中の大型魚の採捕

PB
・小型魚の採捕
・大型魚の保持数制限
・採捕禁止期間中の大型魚の採捕

新潟県新潟港（東港区）沖 PB 小型魚の採捕

石川県小木港南方沖 遊漁船 小型魚の採捕

令和７年７月
新潟県佐渡島東方沖 PB 採捕禁止期間中の大型魚の採捕

長崎県壱岐島北西海域 遊漁船 採捕未報告

令和７年８月

北海道ウトロ港沖 遊漁船 採捕報告期限の超過

島根県浜田港沖 遊漁船 採捕報告期限の超過

北海道網走沖 遊漁船
・採捕報告期限の超過
・必要書類の未提出

令和７年９月 北海道釧路港沖 遊漁船 採捕報告期限の超過

令和７年10月

富山県魚津沖 SUP 小型魚の採捕

大分県別府湾沖 遊漁船 小型魚の採捕

青森県竜飛崎沖 遊漁船 採捕報告期限の超過

令和７年11月
北海道勇払沖 PB 採捕報告期限の超過

静岡県沼津市戸田付近 陸釣り 小型魚の採捕

令和８年２月 東京都大島沖 PB 採捕報告期限の超過

２．委員会指示違反への対応について

２
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※１ バッグリミットはオレンジ枠内で１人１尾まで。
※２ 令和７年度の余剰分が3.5トンだった場合の各月配分量：3.5トン÷12か月＝約0.2トン （※ 小数点第２位以下は切り捨て）
※３ ６月に７トンの超過があった場合の８月以降の各月差し引き数量：７トン÷８か月＝約0.8トン（※ 小数点第２位以下は切り捨て）

Ⅱ.令和８年度における管理について

３

○ 令和８年１月22日（木）に、くろまぐろ遊漁専門部会第６回合同会議を開催し、令
和８年度における管理について議論を行い、以下の内容で合意。広域漁業調整委員会指
示に基づき、今後、広域漁業調整委員会会長が別に定める予定。

令和７年度（現行） 令和８年度（見直し）

採捕上限の設定 ・ 毎月均等に設定。 ・ 毎月均等に設定。
・ 令和７年度の余剰分は各月に均
等配分。
・ 月毎の採捕数量を超過した場合
は、超過した数量を翌々月の採捕
数量から均等に差し引く。

大型魚のバッグリミット
（保有制限）

１人１月１尾まで １人各期間１尾まで

※ 各期間：４月から始めて２か月間ごと

※ その他の現行の広域漁業調整委員会指示に基づき行われている措置の見直しはなし。

【令和８年度の管理の考え方の例】 単位：トン

時期 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

当初
採捕数量

5.2 5.2 5.2 5.2 5.2 5.2 5.2 5.2 5.2 5.2 5.2 5.2

採捕実績 ５ ５ 12.2

超過数量 － － ＋7

調整後
採捕数量

5.2 4.4 4.4 4.4 4.4 4.4 4.4 4.4 4.4

4



Ⅲ.届出制に関する状況について

1．届出状況について

○ 令和８年４月１日から導入されるくろまぐろ遊漁に関する届出について、令和８年１月１日から
受付を開始。

○ 令和８年２月13日時点における届出の件数は、計4,313件（対象者間の重複を含む）。それぞれ
の届出件数は以下のとおり。

対象者

令和８年４月１日から令和９年３月31日までの間に

くろまぐろ（大型魚）釣りをしよう
とする

遊 漁 者

くろまぐろ（大型魚）の採捕を目的
として遊漁者を漁場に案内しようと
する

遊 漁 船 業 者

くろまぐろ（大型魚）の採捕を目的
として
① 遊漁者を漁場に案内しようとする
② 自ら漁場に赴こうとする

遊漁船以外の船舶
（プレジャーボート等）

運航者
※遊漁船：遊漁船業の用に供する船舶

届出件数 3,457件 902件 1,399件

海域ごとの
届出件数

太平洋：1,681件 太平洋：379件 太平洋：521件

日本海・九州西：2,696件 日本海・九州西：589件 日本海・九州西：1,032件

瀬戸内海：177件 瀬戸内海：15件 瀬戸内海：23件

届出期間

令和８年１月１日（木）から
最初にくろまぐろ（大型魚）を
採捕しようとする日の１営業日
前まで

令和８年１月１日(木）から令和８年３月20日（金）まで

※ 届出は者ごと、船舶ごと、海域ごとに行うため、対象者及びそれぞれの海域での重複を含む。
４
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過去５年間の船舶海難

第一管区海上保安本部

１　船舶海難隻数 （隻）
令和２年 令和３年 令和４年 令和5年 令和6年

総数 79 88 92 89 83
うち死亡・行方不明者（人） 3 4 29 0 3

２　船舶用途別 （隻）
令和２年 令和３年 令和４年 令和5年 令和6年

漁船 31 37 39 23 41
うち死亡・行方不明者（人） 1 4 3 0 2

プレジャーボート 22 28 30 43 16
うち死亡・行方不明者（人） 2 0 0 0 0

貨物船 9 8 12 10 9
うち死亡・行方不明者（人） 0 0 0 0 0

その他 17 15 11 13 17
うち死亡・行方不明者（人） 0 0 26 0 1

3　海難種類別 （隻）
令和２年 令和３年 令和４年 令和5年 令和6年

衝突※１ 13 18 21 13 11

単独衝突※２ 9 5 7 10 3
乗揚 8 12 4 9 4
転覆 5 5 11 2 15
浸水 6 11 6 4 5
火災 5 3 2 3 6
爆発 1 0 0 0 0
運航不能 32 32 40 48 37

機関故障 5 10 14 17 10
推進器・舵障害 9 6 12 6 9

無人漂流 10 7 5 8 5

その他※3 8 9 9 17 13

その他※4 0 2 1 0 2
※1　他の船舶との接触により損傷を生じたもの。

※2　物件（岸壁、防波堤、漂流物等）との接触により損傷を生じたもの。

※3　バッテリー過放電、燃料欠乏等。

※4　船位喪失、船体行方不明等。
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機関故障を防ぐために発航前点検を行いましょう

機器及び配管系統別の事故等の発生傾向

・主機本体の故障は保守整備基準による開放整備、その記録が重要です。
・火災事故では電気系統に起因した事例が多く、電気配線の劣化に気づい
たら交換、電気機器の変調があれば点検することをお勧めします。
・海水系統による浸水を防ぐため、機関室のビルジの量や過度な船体傾斜
に注意しましょう。必ず見回りの項目に取り入れましょう。
・こし器内部や潤滑油中に水分やスラッジがあったり、燃料油の臭いがし
たり、汚れが甚だしい場合には油を新替えして、原因を調べましょう。

遊漁船・漁船の安全運航のために
～機関故障関連事故等の防止～

遊漁船・漁船（総トン数20トン未満の小型船舶）における主機、

補機器、配管系統、電気系統、推進器等の故障又は不具合による事

故及びインシデント（機関故障関連事故等）を故障又は不具合を生

じた機器及び配管系統（原因機器）別に分類しました。

国土交通省 運輸安全委員会事務局
〒160-0004東京都新宿区四谷1－6－1四谷タワー15F
TEL： 03(5367)5030e-mail：hqt-jtsb_bunseki@gxb.mlit.go.jp

※ 画像はイメージです。

電気系統 20%

ピストン、シリンダライナ、クランク軸等
が損傷していることが多い

主機・排気ガス系統 17%

火災の原因となることが多い
電気機器、制御装置が使用不可

プロペラ・軸系統 14% プロペラにロープ、網が絡む事例が多い

海水系統 8% 浸水事故の要因、海水配管系統に注意

潤滑油系統 8% 直ちに機関故障となるケースが多い

定期点検及び保守整備をしましょう
船舶所有者は、点検や保守整備を実施した場合、実施日、実施内容をチェッ

クリストに記録しておくこと（機関来歴）が重要です。

※裏面の「定期点検チェックリスト（機関関係）」（例）をご活用ください。
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定期点検のチェックリスト（機関関係）

点検と保守整備の項目 実 施 日

年.月.日

実 施 日

年.月.日

実 施 日

年.月.日

実 施 日

年.月.日

機関シリンダヘッドの開放（吸気弁、排気弁、燃料弁） . . . . . . . .

機関のピストン及び連接棒の抜出し、クランク軸の点検 . . . . . . . .

減速機、クラッチの点検 . . . . . . . .

動力伝達装置、自在継手、ベローズ、シール部等の点検 . . . . . . . .

船尾管軸封装置の点検 . . . . . . . .

バッテリの機能点検、接続端子の清掃及び増締め . . . . . . . .

電気配線、電気器具の点検

※電線の被覆及び電気器具本体の状態 . . . . . . . .

電気回路の絶縁抵抗計測（電線間の絶縁抵抗計測を含む） . . . . . . . .

配電盤、分電盤の接続端子の点検、増締め及び内部清掃 . . . . . . . .

※本表の項目は、船舶所有者の専門知識、経験により実施可能な内容も含まれています。

機関故障検索システム（ETSS) 機関故障部位・部品から事故等調査報告書を検索・活用できます。https://jtsb.mlit.go.jp/hazardmap/etss/ 機関故障検索システム



安全設備等の義務化のお知らせ

R8.1.19

適用日

遊漁船事業者の皆様へ

※「遊漁船業の適正化に関する法律」の適用を受け、遊漁船業の用のみに供する船舶（小型兼用船を含む）

※「海上運送法」の適用を受け人の運送をする船舶及び遊漁船業以外で旅客を13人以上搭載する船舶につ
いては、旅客運送事業者等の皆様向けのお知らせをご確認ください。

義務化の対象となる安全設備等

詳しくは右のQRコードより「義務化の方向性」の資料をご覧ください。
https://www.mlit.go.jp/maritime/maritime_mn6_000021.html
ご不明点あれば、最寄りの検査機関（小型船：JCI、大型船：地方運輸局）に
お問い合わせください。

① 法定無線設備 ② 非常用位置等発信装置

冷水中での救助待機を回避

陸上との通信手段を確保 海難発生時に位置情報を発信

③ 救命いかだ等
（搭載を要しない方法を含む）

④ 隔壁の水密化等

浸水による沈没防止・退船までの時間確保

経過措置

適用日以降最初に迎える中間検査
or定期検査までに搭載が必要

※上記例は、
「旅客船以外の事業船（２０トン未満）」の場合のイメージ

（例）

① 法定無線設備
② 非常用位置等発信装置

③ 救命いかだ等 ④ 隔壁の水密化等

適用日以降最初に迎える定期検査までに
搭載が必要

※上記例は、
「旅客船以外の事業船（２０トン未満）」の場合のイメージ

（例）

①法定無線設備 ②非常用位置等
発信装置

③救命いかだ等 ④隔壁の水密化等

遊漁船※
令和８年10月１日

（案）
令和８年10月１日

（案）
令和８年10月１日

（案）
令和９年４月１日

（案）

適用日適用日
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法定無線設備

●義務化について

➢ 航行区域に応じ、業務用無線又は衛星電話の搭載を義務化※１

➢ 平水のみ航行する船舶は携帯電話を法定無線設備として使用可能※２

※１ 業務用無線を法定無線設備として導入する場合には、通信の相手方として、申請者が開設する海岸局又は構成員とされる  
 法人若しくは団体の海岸局が必要。

※２ 航行区域が携帯電話のサービスエリア内にある場合に限る。

＜適用日以降の義務化の対象範囲＞

航行区域 ①旅客定員13人以上の船舶 ②旅客定員12人以下の事業船

平水
区域

✓湖川港内（琵琶湖を除く） 変更なし 変更なし

✓琵琶湖 業務用無線 又は 
衛星電話 又は 
携帯電話※２

業務用無線 又は 
衛星電話 又は 
携帯電話※２✓上記を除く平水区域

沿海
区域

✓２時間限定沿海
業務用無線 又は 
衛星電話 又は 
携帯電話 業務用無線 又は 

衛星電話 
✓沿岸５マイル

業務用無線 又は 
衛星電話 

✓上記を除く沿海区域

VHF無線電話 MF無線電話 27MHz帯無線電話 400MHz帯無線電話

＜業務用無線の例＞ ＜衛星電話の例＞

インマルサット
衛星電話

衛星携帯電話N-STAR電話

表中の赤字が強化・見直し部分

非常用位置等発信装置

●義務化について

➢ 限定沿海以遠を航行する船舶は、非常用位置等発信装置（EPIRB※１又は
AIS（簡易型（Class-B）を含む）の搭載を義務化

➢ 既に「AIS（簡易型（Class-B）を含む）」又は「EPIRB及びレーダート
ランスポンダ」を搭載している船舶は、追加の搭載不要

※１ AIS-SART機能を有し、位置情報が向上した新型であって位置情報を自動で発信できるもの（自動浮揚型）に限る。

＜適用日以降の義務化の対象範囲＞ 表中の赤字が強化・見直し部分

EPIRB※１ AIS

＜非常用位置等発信装置の例＞

航行区域 ①旅客定員13人以上の船舶 ②旅客定員12人以下の事業船

平水
区域

✓湖川港内（琵琶湖を除く）

変更なし✓琵琶湖

✓上記を除く平水区域

沿海
区域

✓２時間限定沿海 EPIRB※１

又は
AIS(簡易型（Class-B）を含む)※２✓沿岸５マイル

✓上記を除く沿海区域 GMDSSにより措置済み

※２ 500トン以上の船舶については、既にAISの積付けが義務。



★水温の確認方法
右記QRコードを
スキャンし、各
水域の温度をご確
認いただけます

＜QRコード＞

＜適用日以降の義務化の対象範囲＞

※１ 琵琶湖、霞ヶ浦、サロマ湖、猪苗代湖、中海、屈斜路湖、宍道湖又は支笏湖。
※２ 総トン数20トン以上の大型船の場合、救命いかだ（乗り移り時の落水危険性を軽減させたもの）又は救命艇を搭載。

航行区域
①旅客定員13人以上
の船舶

②旅客定員12人以下
の事業船

平
水
区
域

✓湖川港内（一部の湖を除く） 変更なし

✓一部の湖※1
水温10℃未満となる水域を航行する場合

A)又はB)の実施が必要
✓上記を除く平水区域

沿
海
区
域

✓２時間限定沿海
水温20℃未満となる海域を航行する場合

A)又はB)の実施が必要
（一部の船舶は15℃未満）

✓沿岸５マイル

✓上記を除く沿海区域※２

●義務化について

➢ 一定の水温を下回る水域・海域を航行する船舶に対し、以下のいずれかの実施を義務化

A) 救命いかだ等の搭載 又は

B) 救命いかだ等の搭載を要しない方法

【方法②及び③の特例】船舶毎に設定された通常時の最大搭載人員に関わらず、船舶の復原性及び要救助者の搭載場所を

確認の上、緊急時のみに搭載できる人数を別枠として予め決定。別枠は「要救助者を搭載する枠」として取り扱い可能。

救命いかだ等

B) 救命いかだ等の搭載を要しない方法

方法③ 救助船を配備

方法⑤ 母港から５海里以内の航行（水温15℃以上に限定）

方法② 伴走船と航行

方法① 一定の水温を上回る時期のみの航行

方法④ 船内に浸水しない構造（水温15℃以上に限定）

水密全通甲板
（暴露部）

救助船

➢ 乗り移り時の落水危険性を軽
減させた救命いかだ又は内部
収容型救命浮器を搭載（救命
いかだ等）

救命いかだ等の例

A) 救命いかだ等の搭載

方法の詳細は国交省HPに掲載。また、方法を組み合わせる

ことが可能。適用を希望する場合は、定期検査等の時期に

検査機関に申請。

➢ 出航から帰港まで営業船を視認し、早急に救助できる
位置を伴走船※が航行

➢ 伴走船※には、緊急時に「要救助者を搭載する枠」
（空席）を確保した上で、旅客の搭載が可能

➢ 船団で航行する場合、他船を伴走船※とすることを認
め、船団は最大４隻とし、船団内の他船の「要救助者
を搭載する枠」を合算し救助能力を評価

➢ 事故通報後、一定の時間内に現場到着
※水温15℃以上は30分以内 水温10℃以上15℃未満は10分以内
水温10℃未満は5分以内

➢ 営業船の搭載人員分を搭載できる「要救助者を搭載
する枠」を確保（救助船※として利用する場合、旅客
の搭載は不可）

➢ 複数の営業船が同一の救助船※を指定可

➢ 水密全通甲板又は不沈性・安定性を有する構造

➢ 航行区域を母港からの
航行距離が５海里を超
えない範囲に制限

営業船

営業船

一定の時間内に現場到着

指定
営業船

船舶A

空席１名

船舶A、Ｂ及びCの空席の合計 ≧ 船舶Ｄの要救助者

船舶B

空席２名船舶C

空席３名

船舶D

要救助者６名

：船員･旅客（乗船）

：旅客（空席）

緊急時

（注）水面から乗り込み場所までの高さが1.2m
以上の場合、スライダー等の搭載が必要

※検査機関による認定を定期検査前に受けることが必要



隔壁の水密化等

●義務化について

➢ 限定沿海以遠を航行する船舶に対して新たに以下の設置を義務化

・水密全通甲板 及び

・一区画可浸（一区画に浸水しても船が沈まないこと）となる水密隔壁

➢ 上記の安全対策が困難な船舶（現存船や５トン未満の小型船、適用日
から２年以内に建造契約した船舶）は、以下のいずれかの代替措置で
の対応も可能

・浸水警報装置及び排水設備の設置

・不沈性及び安定性を有する構造

※ 現行規則により損傷時復原性の要件を満たす船舶は措置不要。一区画可浸の浸水計算について、
打ち込みによる浸水のおそれがある区画は、満水状態（区画上部まで）での浸水を想定。

＜適用日以降の義務化の対象範囲＞ 表中の赤字が強化・見直し部分

●浸水警報装置及び排水設備の設置

➢ 浸水警報装置※１及び排水設備※２を一定の区画に設置する必要があるが、浸水した場合に沈没の
可能性が低い区画（機関室を除く）には設置不要

※１ 直接打ち込みによる浸水のおそれがある区画、機関室に設置。

※２ ※１に加え損傷浸水のおそれがある区画に設置（いずれの区画にも使用可能な投げ込み式の排水設備を１個搭載も可）。

【浸水警報装置・排水設備の設置が不要な区画（機関室を除く）】

➢ 以下の区画は、浸水警報装置及び排水設備の
設置が不要

① 一区画可浸となる区画

② 区画長さ、乾弦及び深さを考慮して船舶が沈没する
可能性が低いとみなし得る区画

③ 船首隔壁より前方の区画(現行規則の基準に適合する、
最後端が0.08Lfまたは0.13Lの位置のもの）、二重底、
二重船殻、 燃料タンク、清水タンク、活魚倉、発泡
剤等が充填された区画

④ 開口がボルト締め等で水密に閉鎖されたボイドス
ペース

⑤ 閉囲されていない区画であって、放水口又は排水口※

により、打ち込んだ水を排出できる区画（和船の暴
露部等）

※ 排水口は、閉鎖装置が必要な場合にあっては逆止弁付きの閉鎖
装置を備えるものであること。

⑥ 船楼、甲板室、二重底、サイドタンク、コファダム
等に囲まれて、外部に暴露しない区画（打ち込み・
損傷による浸水の可能性が低い区画）

⑦ 暴露部の全ての開口の閉鎖装置が、主操舵席より航
行中に目視又はカメラ等により確認できる区画

⑧ 暴露部の全ての開口の閉鎖装置が、船楼又は甲板室
等によって閉囲されている打ち込みによる浸水の可
能性が低い区画

航行区域
①旅客定員13人以上

の船舶
②旅客定員12人以下

の事業船

平水
区域

✓湖川港内（琵琶湖を除く）

変更なし✓琵琶湖

✓上記を除く平水区域

沿海
区域

✓２時間限定沿海
水密全通甲板 及び 水密隔壁（一区画可浸※）

（又は 代替措置）
✓沿岸５マイル

✓上記を除く沿海区域
水密全通甲板 及び 水密隔壁（一区画可浸※）

（又は 代替措置）

＜浸水警報装置や排水設備の設置が不要な区画のイメージ＞
（着色されているような区画は設置が不要）

①、②は計算により判断。

②、④は、現存船と適用日から２年以内に建造契約した船

舶のみ使用可能。

現状のルール（限定沿海）

水密隔壁等の設置
（主に新造船向け）

・水密全通甲板の設置
・一区画可浸となる水密隔壁の設置

代替措置
（主に既存船向け） 

・浸水警報装置の設置
・排水設備の設置 等

浸水警報装置（アラーム）

浸水警報装置（センサー）

排水ポンプ

又は

船首部水密甲板

水密でない仕切り壁

水密隔壁

水密全通甲板



遊漁船安全設備導入支援事業の概要

＜事業実施者の要件＞
以下１～３の全てを満たす、遊漁船業の適正化に関する法律第３条第１項に基づく登録を受
けた遊漁船業者が対象です。

１．遊漁船に業務用無線設備、非常用位置等発信装置及び改良救命いかだ等の導入を実施すること
２．事業実施者が営業する地域に遊漁船業法第28条に基づく協議会又は海面利用協議会が組織された場合、

これに加入し、利用者の安全確保及び漁場の安定的な利用関係の確保に資する取組等を推進すること
３．遊漁採捕報告システムにより、遊漁船の利用者が採捕した水産動植物について、水産庁に報告を行うこと

以下のいずれかに該当する場合は、対象外となります。

１．遊漁船に導入しようとしている安全設備を当該遊漁船に既に設置している場合
２．事業実施計画の承認申請日以前１年の間に遊漁船業法等に違反したことが確定している場合

＜助成対象機器及び助成対象経費＞
本事業では、安全設備の購入に係る本体価格（下取り価格を控除し、消費税を除く。）について、下表
のとおり支援します。なお、処分制限期間が５年以上のものとし、１事業実施者につき、１設備までとします。
ただし、国が実施する他の事業による支援を受け、又は受けることとなっている安全設備の導入に係る経
費は助成の対象とはなりません。
安全設備の詳細については、以下の国土交通省HPにて公表されます。
国土交通省HP：https://www.mlit.go.jp/maritime/maritime_mn6_000021.html

※各安全設備について、助成の対象となる遊漁船は次頁に掲載しています。

＜事業実施の流れ・スケジュール（調整中）＞

令和８年４月以降 事業実施計画及び交付申請の受付開始

９月初旬を予定 事業実施計画の審査、計画承認

９月中旬を予定 交付申請の審査、交付決定

交付決定後 事業開始

令和９年３月 実績報告、補助金支払い

安全設備 内容 補助率 補助上限額

業務用
無線設備

業務用無線設備（VHF 無線電話、MF 無線
電話、27MHz帯無線電話 等）の購入

1/2

６万円

非常用位置
等発信装置

非常用位置等発信装置（衛星非常用位置指
示無線標識（EPIRB）又は船舶自動識別装
置（AIS））の購入
ただし、EPIRBはAIS-SART機能を有するものに
限り、AISには簡易型AISを含む

12万円

改良型救命
いかだ等

改良型救命いかだ等（乗り移り時の落水危険性
を軽減する措置が講じられた救命いかだ又は内部
収容型救命浮器）の購入
ただし、改良型救命いかだ等には乗込装置を含む

75万円



改良型救命いかだ等の搭載を要しない方法について

遊漁船においても安全設備の設置が義務化（適用日未定）されますが、
このうち、改良型救命いかだ等については、以下に示す改良型救命いかだ等の搭
載を要しない特例措置があります。
このことを踏まえ、改良型救命いかだ等の導入をしようとする申請者については、
これらの特例措置を利用することができない申請者が優先されます。
詳細は、国土交通省HPを御参照ください。

https://www.mlit.go.jp/maritime/maritime_mn6_000021.
html
改良型救命いかだ等の
搭載を要しない方法

内容

１．一定の水温を上回る時
期のみの航行

水温20℃以上となる海域・時期のみを航行（水が冷たい
時期は航行しない等）
水温15℃以上、20℃未満となる時期は、母港からの航
行距離が５海里を超えない範囲のみを航行（５と同じ）
水温10℃以上、15℃未満となる時期は、平水区域のみ
を航行

２．伴走船と航行

出航から帰港まで営業船を視認し、早急に救助できる位置
を伴走船が航行
伴走船には、緊急時に「要救助者を搭載する枠」（空席）
を確保した上で、旅客の搭載が可能
船団で航行する場合、他船が伴走船とすることで可。船団
は最大４隻とし、船団内の他船の「要救助者を搭載する枠」
を合算

３．救助船を配備

事故通報後、一定の時間内に現場到着
※ 水温15℃以上は30分以内、水温10度以上15℃未
満は10分以内、水温10度未満は５分以内
営業船の搭載人員分を搭載できる「要救助者を搭載する
枠」を確保（救助船として利用する場合、旅客の搭載は不
可）
複数の営業船が同一の救助船を指定可

４．船内に浸水しない構造
（水温15℃以上に限定） 水密全通甲板又は不沈性・安定性を有する構造

５．母港から５海里以内の
航行

（水温15℃以上に限定） 母港からの航行距離が５海里を超えない範囲のみを航行



遊漁船の安全・安心
確保推進事業

令和8年５月７日(木)より申請受付を開始します！

遊漁船の安全・安心確保推進事業とは、遊漁船の安全対策に積極的に取り組む者を支援し、
その持続的な事業運営を下支えしつつ、遊漁船の安全・安心な運航を実現することを目的に、
「4つの安全設備」の購入設置費用の一部を支援する補助金制度です。

遊漁船業の適正化に関する法律（昭和63年法律第99号）第3条第1項の規定に基づく登録を受けて
遊漁船業を営む方の同法第2条第2項に規定する遊漁船が対象です。

遊漁船が補助対象船舶です

2/3を補助
します！

購入金額の

4つの安全設備が補助の対象になります

業務用無線設備
周囲の複数の船舶等との連絡が可能な
業務用無線設備（漁業無線等）の購入
費の一部を補助します。

改良型救命いかだ等
船舶から乗り移る時の落水の危険性が
軽減された、改良型救命いかだ等の購
入費の一部を補助します。

非常用位置等発信装置
海難時に自船の位置情報を発信すると
ともに、自船の位置を自動的に連絡でき
る装置（新型EPIRB・AIS）の購入費の
一部を補助します。

浸水警報装置・排水設備
浸水を知らせる浸水警報装置（警報盤・
検知器）と排水設備（排水ポンプ）の購
入費・設置費の一部を補助します。

※大型船（総トン数20トン以上の船舶）の場合、補助率、補助上限額が異なります。詳細は令和8年3月23日(月)に補助金ホームページにて公開予定の「給付規程」「公募要領」をご確認ください。

令和7年4月以降に購入した補助対象経費の2/3(上限あり)※が給付されます

設備 補助率 一隻あたりの補助上限額 備考

業務用無線設備

2/3

8万円
購入費の2/3、または補助上限額の低い金額を給付。 

非常用位置等発信装置 38万円

改良型救命いかだ等
最大とう載人数に応じ、異なります。

・～16人  ：73.3万円
・17～25人：100万円

購入費の2/3、または補助上限額の低い金額を給付。
※26人以上の補助上限額は給付規程を確認してください。

浸水警報装置・排水設備

浸水警報装置（検知器）または
排水設備の購入個数により決定します。

・1個購入の場合：25万円
・2個購入の場合：40万円
・3個以上の場合：55万円

購入費・設置費の2/3、または補助上限額の低い金額を給付。
※本体価格の金額以下の範囲で設置費用も対象



遊漁船の安全・安心確保推進事業事務局

・本補助金の申請はインターネットからのみ申請を受け付けさせていただきます。
申請事項は直接システムに入力していただき、  提出書類は画像などの電子ファイルで提出していただきます。
・インターネット環境がない事業者様の場合は、代理人の申請も可能ですので、
ご家族や職場の同僚の方に依頼したうえでの申請をお願いします。

本補助金を申請される方へのお願い

補助金ホームページ https://yugyo-shien.jp

 申請方法について
詳細は令和8年3月23日(月)に補助金ホームページにて公開予定の「給付規程」「公募要領」をご確認ください。

4.精算払請求 補助金給付2.給付申請 3.実績報告１.申請ID作成

安全設備ごとに申請IDを
取得していただきます。
複数船舶に同じ安全設備
を申請する場合はまとめ
て申請できます。

申請者及び申請される
船舶が補助対象である
ことを確認します。
審査通過後に給付決定
通知を案内します。

安全設備の支払いを確
認して、設置状況及び財
団ロゴマーク貼付を写
真で確認します。
審査通過後に額の確定
通知を案内します。

振込先口座を指定して
いただき、口座名義人と
口座情報(金融機関名、
支店、口座番号)を確認
します。

登録した口座に補助金
をが振り込まれます。

4つの申請工程を経て補助金を給付します。申請の流れ 

※浸水警報装置・排水設備を申請する場合、給付申請の際に見積書と内訳書をご提出いただきます。 ※精算払請求の際に、振込先口座の通帳の写しを提出していただきます。

提出していただく主な書類は下記のとおりです。提出書類 

工程 主な提出書類

給付申請

実績報告

納品報告写真

納品報告写真では、日本
財団ロゴマークの報告写
真をご提出いただきます。

領収書（所定様式） 明細書（所定様式）

【本人確認書類】 【船舶確認書類】【遊漁船事業者確認書類】

履歴事項全部証明書

普通自動車または
小型船舶の免許証 船舶検査証書

遊漁船業者登録票

法人の場合 個人の場合

遊漁船の安全・安心確保推
進事業事務局は公益財団法
人日本財団からの助成を受
けた一般社団法人日本中小
型造船工業会からの委託で
TOPPAN株式会社が業務を
運営しています。

電話・メール
お問い合わせ先 令和8年3月23日（月）開設予定

遊漁船業者登録票に記載された船舶
名の船舶検査証書を提出してください。


